
第７回北海道測量技術講演会プログラム第７回北海道測量技術講演会プログラム
－地理空間情報の高度活用を目指して－－地理空間情報の高度活用を目指して－

日 時：平成22年1月28日（木）13:00～16:30
会 場：札幌第１合同庁舎講堂
主 催：国土地理院北海道地方測量部，社団法人日本測量協会北海道支部
後 援：北海道開発局，北海道，札幌市，「測量の日」北海道推進協議会，

地 空間情報地 空間情報

後 援：北海道開発局，北海道，札幌市， 測量 日」北海道推進協議会，
GIS学会北海道地方事務局，北海道GIS・GPS研究会，特定非営利活
動法人Digital北海道研究会

■■ 地理空間情報地理空間情報のの
■■ 高度活用社会高度活用社会をを目指目指したした

地理空間情報

■■ 高度活用社会高度活用社会をを目指目指したした
■■ 産学官産学官のの挑戦挑戦■■ 産学官産学官のの挑戦挑戦

北海道大学大学院文学研究科北海道大学大学院文学研究科 准教授准教授準天頂衛星：みちびき 北海道大学大学院文学研究科北海道大学大学院文学研究科 准教授准教授

橋本橋本 雄一雄一 博士（理学）博士（理学）

Yuichi HASHIMOTO, Ph.D. (Science)Yuichi HASHIMOTO, Ph.D. (Science)
ee--mail: you@chiri.let.hokudai.ac.jpmail: you@chiri.let.hokudai.ac.jp

準天頂衛星：みちびき

ee mail: you@chiri.let.hokudai.ac.jpmail: you@chiri.let.hokudai.ac.jp

都市地理学・経済地理学・GIS ＧＩＳ衛星測位

地理情報システム（GIS）の歴史地理情報システム（GIS）の歴史

1966年 R F トムリンソン1966年 R. F. トムリンソン
カナダでCGIS（Canada Geographical
Information System）を開発。y 開発
→ 林業資源・土地利用を監視する

システム

その後 米国の大学や企業で発達その後、米国の大学や企業で発達

1993年に提唱された情報スーパー
ハイウェイ構想などによる空間データ
整備で普及

デジタルア ス構想→ デジタルアース構想へ



「不都合な真実 が本と映画で話題「不都合な真実」が本と映画で話題

米国では1998年 ゴア副大統領の提唱
で、次世代の人達に21世紀に向けて
米国では1998年 ゴア副大統領の提唱
で、次世代の人達に21世紀に向けてで、次世代の人達に21世紀に向けて
地球への理解を促進させるため、国
家プロジェクトとして促進

で、次世代の人達に21世紀に向けて
地球への理解を促進させるため、国
家プロジェクトとして促進家プロジェクトとして促進家プロジェクトとして促進

1990年代には東南アジアでも，電子自治体
構築とともに地理空間情報が整備．

日本における地理情報システム（GIS）の歴史日本における地理情報システム（GIS）の歴史

1980年代にGPSの商業利用化年代に 商業利用化
カーナビの開発
→ 空間データのデジタル化促進

GPS：Global Positioning System

北海道地図株式会社が日本で初めて
全国のデジタル空間デ タを開発全国のデジタル空間データを開発



日本における地理情報システム（GIS）の歴史日本における地理情報システム（GIS）の歴史

1995年1月17日
阪神・淡路大震災

地理情報の必要性認識地理情報の必要性認識

国土空間デ タ基盤国土空間データ基盤

デジタル化された空間情報整備デジタル化された空間情報整備

→1990年代後半から電子地図が1990年代後半から電子地図が
急速に普及

地理空間情報活用推進基本法の成立経緯地理空間情報活用推進基本法の成立経緯地理空間情報活用推進基本法の成立経緯地理空間情報活用推進基本法の成立経緯

地理空間情報活用推進基本計画

第I部 地理空間情報の活用の推進に第I部 地理空間情報の活用の推進に
関する施策についての基本的方針

第II部 今後の地理空間情報の活用の第II部 今後の地理空間情報の活用の
推進に関する施策の具体的展開

全般的施策全般的施策

GISに関する施策

衛星測位に関する施策

橋本雄一編（橋本雄一編（20092009））『『地理空間情報の基本と地理空間情報の基本と
活用活用』』（古今書院）（古今書院） 「「第第11章章 地理空間地理空間
情報活用推進基本法の成立」（橋本雄一情報活用推進基本法の成立」（橋本雄一
，藤原達也）より，藤原達也）より



地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

■ 1999年 電子国土
現実の国土の電子版（サイバースペース）を指す．

■ 1999年 電子国土
現実の国土の電子版（サイバースペース）を指す．

■ 2001年 e-Japan戦略
情報通信技術の普及と知識創発型社会の実現を目指す．

■ 2001年 e-Japan戦略
情報通信技術の普及と知識創発型社会の実現を目指す．

■ 2002年 GISアクションプログラム2002－2005

■ 2006年 GISアクションプログラム2010

■ 2002年 GISアクションプログラム2002－2005

■ 2006年 GISアクションプログラム2010

■ 2007年 地理空間情報活用推進基本法
公布：2007年５月３０日法律第６３号，施行： 2007年８月２９日

■ 2007年 地理空間情報活用推進基本法
公布：2007年５月３０日法律第６３号，施行： 2007年８月２９日

地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進．

■ 2008年 地理空間情報活用推進基本計画

地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進．

■ 2008年 地理空間情報活用推進基本計画
2008年4月15日閣議決定，計画期間：平成２３年度まで

様々な地理空間情報が高度に活用される社会を構築するための政策を推進．

■ 2008年 地理空間情報の活用推進に関する実施計画（Ｇ空間行動プラン）

2008年4月15日閣議決定，計画期間：平成２３年度まで

様々な地理空間情報が高度に活用される社会を構築するための政策を推進．

■ 2008年 地理空間情報の活用推進に関する実施計画（Ｇ空間行動プラン）■ 2008年 地理空間情報の活用推進に関する実施計画（Ｇ空間行動プラン）
平成２０年８月１日策定，平成２１年６月１０日更新
関係府省において推進する具体的施策の目標やその達成期間等をとりまとめ．
「地理空間情報活用推進会議」を中心として，地理空間情報の総合的・計画的な活用を推進．

■ 2008年 地理空間情報の活用推進に関する実施計画（Ｇ空間行動プラン）
平成２０年８月１日策定，平成２１年６月１０日更新
関係府省において推進する具体的施策の目標やその達成期間等をとりまとめ．
「地理空間情報活用推進会議」を中心として，地理空間情報の総合的・計画的な活用を推進．

地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

GISアクションプログラム2010
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誰もが，いつでも，どこでも必要
な地理空間情報を使ったり，高度
な分析に基づく的確な情報を入手
し行動できる地理空間情報高度活１

０

し行動できる地理空間情報高度活
用社会の実現

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』
（古今書院）「第1章 地理空間情報活用推進
基本法の成立」（橋本雄一，藤原達也）より



地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

地理空間情報地理空間情報 GeoGeo--spatial Informationspatial Information

地理空間情報高度活用社会

地理空間情報地理空間情報 GeoGeo--spatial Informationspatial Information

「空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報」
（位置情報）や，それに関連付けられた情報．

基盤地図情報は「地理空間情報のうち，電子地図上における地理空間情報
の位置を定めるための基準となる測量の基準点，海岸線，公共施設の境界
線，行政区画その他の国土交通省令で定めるものの位置情報であって電磁
的方式により記録されたもの」

地理情報システム（ＧＩＳ）地理情報システム（ＧＩＳ）Geographic Information SystemGeographic Information System

的方式により記録されたもの」

衛星測位（衛星測位（PNTPNT））

地理空間情報の地理的な把握又は分析を可能とするため，電磁的方式によ
り記録された地理空間情報を電子計算機を使用して電子地図上で一体的に
処理する情報システム．

衛星測位（衛星測位（PNTPNT））Positioning, Navigation and TimingPositioning, Navigation and Timing

人工衛星から発射される信号を用いてする位置の決定及び当該位置に係る時刻に
関する情報の取得並びにこれらに関連付けられた移動の経路等の情報の取得．

地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

地理空間情報活用推進基本計画地理空間情報活用推進基本計画

国の機関 産学官民が
地方公共団体 情報を付加して利用

・自治体のハザードマップ

基盤地図情報の
整備と提供

自治体 ザ ド ップ
・携帯電話による店舗の地図案内
・カーナビでの道路情報
など

流通と更新により
社会的有効性を上昇

持続可能な情報イン

社会的有効性を上昇

国土地理院ホームページより

持続可能な情報イン
フラの構築



地理空間情報の活用に関する国家計画の推移地理空間情報の活用に関する国家計画の推移

日本における衛星測位に関する年表

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第4章 衛星測位の概念と歴史」（木村圭司）より

地理空間情報の活用に関する産学官の取り組み地理空間情報の活用に関する産学官の取り組み

地理空間情報産学官連携協議会地理空間情報産学官連携協議会（平成２０年１０月１６日設置）（平成２０年１０月１６日設置）

目的：目的：地理空間情報に係る課題認識と情報の産学官の間での共有を図り，もっ地理空間情報に係る課題認識と情報の産学官の間での共有を図り，もっ
て，地理空間情報の効果的な活用を推進することて，地理空間情報の効果的な活用を推進すること

前条の目的を達成するため，次の事項に関する意見交換，情報提供等を行う．前条の目的を達成するため，次の事項に関する意見交換，情報提供等を行う．

（１）地理空間情報の活用推進に係る重要課題及び政策の基本的方向（１）地理空間情報の活用推進に係る重要課題及び政策の基本的方向

（２）地理空間情報の活用推進に係る具体的施策の動向等（２）地理空間情報の活用推進に係る具体的施策の動向等

（３）地理空間情報に係る関連産業、技術・研究開発等の動向等（３）地理空間情報に係る関連産業、技術・研究開発等の動向等

（４）地理空間情報に係る国内外の学術の動向等（４）地理空間情報に係る国内外の学術の動向等（４）地理空間情報に係る国内外の学術の動向等（４）地理空間情報に係る国内外の学術の動向等

（５）その他地理空間情報に関し産学官が連携して取り組むべき課題（５）その他地理空間情報に関し産学官が連携して取り組むべき課題

全体会議とワーキンググループから構成全体会議とワーキンググループから構成全体会議とワーキンググループから構成全体会議とワーキンググループから構成

全体会議は，協議会の目的に賛同する産・学・官の団体，機関，個人をもって全体会議は，協議会の目的に賛同する産・学・官の団体，機関，個人をもって
構成構成構成構成



地理空間情報の活用に関する産学官の取り組み地理空間情報の活用に関する産学官の取り組み

地理空間情報産学官連携協議会地理空間情報産学官連携協議会（平成２０年１０月１６日設置）（平成２０年１０月１６日設置）

共通的な基盤技術に関する研究開発ＷＧ（平成20年10月16日設置）共通的な基盤技術に関する研究開発ＷＧ（平成20年10月16日設置）

防災分野における地理空間情報の利活用推進のための基盤整備ＷＧ
（平成20年10月16日設置）

全
体
会 （平成 年 月 日設置）

Ｇ空間ＥＸＰＯに関するＷＧ（平成21年6月23日設置）

会
議

地理空間情報産学官連携協議会構成員

産業界
衛星測位システム協議会
(財)衛星測位利用推進センター（ＳＰＡＣ）
(特)国土空間デ タ基盤推進協議会（ ）

学界
東京大学 教授 池内 克史
奈良大学文学部地理学科 教授 碓井 照子

(特)国土空間データ基盤推進協議会（ＮＳＤＩＰＡ）
(社)全国測量設計業協会連合会（全測連）
(社)日本経済団体連合会（経団連）
(財)日本情報処理開発協会
(社)日本測量協会
(財)日本測量調査技術協会（測技協）

良
九州大学大学院工学研究院 教授 江崎 哲郎
東京大学大学院 工学系研究科 教授 岡部 篤行
東京大学・空間情報科学研究センター センター長・教授 柴崎 亮介
北海道大学大学院文学研究科 准教授 橋本 雄一
東京大学・先端科学技術研究センター 教授 森川 博之
東京海洋大学大学院衛星航法工学講座 特任教授 安田 明生(財)日本測量調査技術協会（測技協）

(社)日本地図調製業協会（地調協）
日本土地家屋調査士会連合会

官（国）
内閣官房副長官補（内政・外政）付

東京海洋大学大学院衛星航法工学講座 特任教授 安田 明生
北海道大学 名誉教授 山村 悦夫
大阪工業大学 教授 吉川 眞

地理情報システム学会関係者が多い
内閣官房副長官補（内政・外政）付
国土交通省国土計画局
国土交通省国土地理院
内閣官房副長官補（安全保障・危機管理）付

研究開発マップ

利用項目

産学官のニーズを調査

衛星測位に関する研究開発の期待が大きい
技
術 衛星測位に関する研究開発の期待が大きい術
項
目

地理空間情報産学官連携協議会WEBサイト http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gis-sangakukan/wg/dai4/siryou2-2.pdf



地理空間情報産学官連携協議会 共通的な基盤技術に関する研究開発WG（第７回）

平成２１年１２月１０日（木） １０：００～１２：００
中央合同庁舎７号館 ９階 共用会議室２（９０４）

専門家からの情報提供（講演）専門家からの情報提供（講演）

Ⅰ 海洋分野の研究開発動向等

陸域から水域への範囲拡大
防災や資源開発での利用

Ⅰ 海洋分野の研究開発動向等
○「海洋に求められる測位・地理情報」
東京大学生産技術研究所 海中工学国際センター 浦 環 センター長・教授

Ⅱ 時刻利用分野の研究開発／ビジネス動向等
○「宇宙ベースPNTのＴの将来展望」
衛星測位システム協議会（JGPSC） 西口 浩 事務局長衛星測位システム協議会（JGPSC） 西口 浩 事務局長

○「パケットネットワークによる時刻周波数配信とその応用」
独立行政法人情報通信研究機構(NICT) 町澤朗彦 主任研究員

○「GPSにおけるタイミング利用アプリケーションの紹介」○ おけ タイ グ利用アプリケ ョ 紹介」
日本無線株式会社(JRC) 研究開発本部 川添利洋 部長
アマノタイムビジネス株式会社 営業部 佐藤忠弘 部長

誰でも，どこでも低コストで
簡単に使える超精密時刻

北海道における産学官の取り組み北海道における産学官の取り組み

大学（北海道大学 酪農学園大学 小樽商科大学 ）大学（北海道大学 酪農学園大学 小樽商科大学 ）大学（北海道大学，酪農学園大学，小樽商科大学，・・・）大学（北海道大学，酪農学園大学，小樽商科大学，・・・）

研究所（北海道環境科学研究センター研究所（北海道環境科学研究センター ，・・・），・・・）

産学官連携産学官連携

・北海道産学官フォーラム／北海道・北海道産学官フォーラム／北海道GISGIS・・GPSGPS研究会研究会

・特定非営利活動法人・特定非営利活動法人 DigitalDigital北海道研究会北海道研究会

・・ ・・・・・・



北海道産学官フォーラム北海道産学官フォーラム
北海道北海道GISGIS・・GPSGPS研究会研究会

代表者代表者 ：山村：山村 悦夫（北海道大学名誉教授、元地理情報システム学会会長）悦夫（北海道大学名誉教授、元地理情報システム学会会長）
事務局長：藤原達也事務局長：藤原達也
設設 立立 ：：19981998年年1010月月
所在地所在地 ：北海道産学官研究フォーラム内：北海道産学官研究フォーラム内所在地所在地 ：北海道産学官研究フォーラム内：北海道産学官研究フォーラム内
〒〒007007--0803 0803 札幌市東区東苗穂３条１丁目札幌市東区東苗穂３条１丁目22--77--105105
TEL 011TEL 011--787787--7650 FAX 0117650 FAX 011--787787--76557655
URLURL ：： http://www.kirari.com/sangaku/http://www.kirari.com/sangaku/

主にG事業者向けの傾向が強い

〈事業活動〉
1. GIS・GPSに関するセミナー、講演会等の実施
2. GIS・GPSに関するデモ・講習会の実施
3. ホームページによるGIS・GPS最新情報の提供
4. 助成事業に関する研究コンソーシアムの形成
5. 道内自治体、研究機間、企業へのアンケート調査の実
施施

6. 道内外視察研修
7. GIS・GPS導入等の各種事業の実施

北海道産学官フォーラム北海道産学官フォーラム
北海道北海道GISGIS・・GPSGPS研究会研究会

2009年度活動2009年度活動

4月13日 総会・定例懇談会
－国際海洋GIS・GPSとITクラスターフォーラム報告・他－

9月24日 産学官連携推進セミナー
－産学官連携の新たなスキームと取り組み事例について－
「産学連携－『産の技術』による『学の課題』解決から始まる新スキーム」

5月8日 北海道航空・港湾・交通問題セミナー
「千歳・苫小牧都市圏の将来構想について」

6月11日 北海道開発問題戦略セミナーⅠ
「これからの北海道開発の新展開」

「情報分野の産学官連携の取り組み事例について」
「あらゆる移動体からの精密三次元データ提供事例紹介」

9月30日 第5回戦略的経営マーケティングセミナー
－組織としての最適な解決策を導くナレッジマネジメントとは－

6月22日 北海道開発問題戦略セミナーⅡ
「21世紀の日本と北海道への政策提言」

6月26日 サイバーフィールド公開セミナー
－3次元計測技術の最新動向について－
「社会インフラの3次元計測とその利活用の動向」

10月6日 地理空間情報活用推進セミナーⅡ
－地理空間情報の国内外の現状と将来展望について－
「地理空間情報の現状と将来」
「GISと衛生測位を用いた積雪寒冷地の道路交通システム開発」
「基盤地図情報の整備とこれからの利活用」

「社会インフラの3次元計測とその利活用の動向」
「3次元計測データからの特徴形状認識手法」

7月10日 北海道航空・港湾・交通問題セミナーⅡ
「北海道の総合交通ネットワークの将来展望」
「北海道交通ネットワーク総合ビジョンについて」

10月16日 サイバー･フィールド研究会 特別講演会
－土木環境分野における3次元モデルと3次元計測データの利活用について－
「土木・環境分野における3次元モデルと3次元計測データの利活用」
「3次元計測の最新技術動向～画像による3次元計測を中心として～」

7月28日 地理空間情報活用推進セミナー
－地理空間情報の基盤整備の現状と展望－
「地理空間情報の基本と活用 出版に際して」
「岩見沢における基盤地図情報等の利活用推進モデル調査報告」

12月3日 地理空間情報活用推進セミナーⅢ
－自治体における地理空間情報の活用事例と展望について－
「情報通信技術を用いた自治体GISの高度応用」
「自治体におけるGIS活用と地域情報の発信について」
「基盤地図情報整備の北海道における現状」

7月31日 北海道開発問題戦略セミナーⅢ
「北海道開発政策をめぐる動きとこれからの北海道」

12月8日 サイバー･フィールド研究会 特別講演会
－レーザーリモートセンシングと最新3次元データの利活用について－
「レーザーリモートセンシングによるコンクリート部材の非破壊検査法」
「地上型レーザと移動体レーザによる３次元データの利活用について」



特定非営利活動法人特定非営利活動法人 DigitalDigital北海道研究会北海道研究会特定非営利活動法人特定非営利活動法人 DigitalDigital北海道研究会北海道研究会

理事長：齊藤誠一理事長：齊藤誠一
デジタル空間情報を継続的に収集・更新・発信・活用

理事長：齊藤誠理事長：齊藤誠
（北海道大学大学院水産科学研究院教授）（北海道大学大学院水産科学研究院教授）

設設 立：立：20062006年年1010月月

所在地：所在地： 〒〒069‐0864069‐0864所在地：所在地： 〒〒069 0864069 0864

北海道江別市大麻泉町北海道江別市大麻泉町1‐21‐2

TEL/FAXTEL/FAX 011‐807‐8430011‐807‐8430

URLURL ：： http://www dghok comhttp://www dghok com

＜事業内容＞
特定非営利活動に係る事業

URLURL ：： http://www.dghok.comhttp://www.dghok.com

特定非営利活動に係る事業
• 教育・試験研究機関、行政機関、民間に対する横断的な地理空間情報の収集・更新
• 環境保全、産業支援、災害救助活動に資する地理空間情報の解析
• 地理空間情報解析ソフトウェアの開発および解析結果の公開
横断的な地理空間情報利用による効果の検討及び共同利用に対する啓蒙普及• 横断的な地理空間情報利用による効果の検討及び共同利用に対する啓蒙普及

• 地理空間情報に係る講習会開催による人材育成

その他の事業
1 地理空間情報の整備に係る業務等の受託ならびにコンサルタント活動1. 地理空間情報の整備に係る業務等の受託ならびにコンサルタント活動
2. 地理空間情報の整備に係る著作物・ソフトウェアの出版及び販売
3. 地理空間情報に係るデータ及び機器の販売

特定非営利活動法人特定非営利活動法人 DigitalDigital北海道研究会北海道研究会
組織体制

理事長理事長 齊藤誠一齊藤誠一 （北海道大学大学院水産科学研究院教授）（北海道大学大学院水産科学研究院教授）

特定非営利活動法人特定非営利活動法人 DigitalDigital北海道研究会北海道研究会

理事長理事長 齊藤誠齊藤誠 （北海道大学大学院水産科学研究院教授）（北海道大学大学院水産科学研究院教授）

副理事長副理事長 金子正美金子正美 （酪農学園大学環境システム学部教授）（酪農学園大学環境システム学部教授）

副理事長副理事長 橋本雄一橋本雄一 （北海道大学大学院文学研究科准教授）（北海道大学大学院文学研究科准教授）

副理事長副理事長 藤原達也藤原達也 （北海道（北海道GISGIS・・GPSGPS研究会研究会 事務局長）事務局長）

理理 事事 星野仏方星野仏方 （酪農学園大学環境システム学部准教授）（酪農学園大学環境システム学部准教授）

理理 事事 山下亜紀郎（酪農学園大学環境システム学部講師）山下亜紀郎（酪農学園大学環境システム学部講師）

理理 事事 高畠敏明高畠敏明 （（NPONPO法人北海道法人北海道GISGIS技術研究会会長）技術研究会会長）

監監 事事 寺西寺西 保保 （（株）サン 代表取締役）（（株）サン 代表取締役）

最近の活動

監監 事事 寺西寺西 保保 （（株）サンコー代表取締役）（（株）サンコー代表取締役）

事務局長事務局長 渡会敏明（渡会敏明（NPONPO法人法人EnVisionEnVision環境保全事務所）環境保全事務所）

■ 2009年10月28日 (水) 
空からみた札幌－今と昔－
会場：紀伊國屋書店（Sapporo55ビル）（札幌市中央区）

■ 2009年11月12日（木）
北海道大学サステナビリティ・ウィーク2009
産学官セミナー 「地理空間情報が拓く未来」
会場：北海道大学学術交流会館（札幌市北区）

■ 2009年11月13日 (金) GISDAY in 北海道 2009
会場：酪農学園大学（江別市）

北海道大学サステナビリティ・ウィーク2009
産学官セミナー 「地理空間情報が拓く未来」



北海道経済産業局北海道経済産業局 IT IT クラスター・フォーラムクラスター・フォーラム
「地図・画像データ活用ビジネス研究会」「地図・画像データ活用ビジネス研究会」

「北海道IT イノベーション戦略」の10 の支援プロジェクトのうち，プロジェ北海道 イノ ション戦略」の の支援プ ジェクトのうち，プ ジェ
クトⅤ「地図・画像データ処理等ＩＴ新業務領域でのクラスター保有技術の活
用」の一環として，平成20 年に４回開催．

本研究会では，クラスターメンバー企業や産学グループ、研究機関等が有する
地図・画像の高付加価値化データ処理技術やノウハウ分野を基盤に，クラスタ
ー内外との企業連携，産学連携等を加速し，新たなビジネスモデルを検討内外との企業連携，産学連携等を加速し，新たなビジネスモデルを検討．

１回目（7 月24 日）「位置連動モバイル広告、ＧＰＳ/ソリューション等におけるビジネス
モデル」(株)シリウステクノロジーズ アドローカル事業部長 三好雅士氏モデル」(株)シリウステクノロジ ズ アドロ カル事業部長 三好雅士氏

２回目（9 月26 日）「ビジネスGIS の可能性」 (株) JPS代表取締役 平下 治氏

３回目（11 月17 日）「３Ｄ-ＧＩＳを活用したビジネス展開」デジタル・アース(株) 代表取
締役社長 雨車 美和氏

4回目（2 月10 日）「イメージ地図とその利活用」(株)ヒューネス 代表取締役 赤渕 明寛氏

北海道経済産業局北海道経済産業局 IT IT クラスター・フォーラムクラスター・フォーラム
「地図・画像データ活用ビジネス研究会」「地図・画像データ活用ビジネス研究会」

「位置連動モバイル広告、ＧＰＳ/ソリューション等
におけるビジネスモデル」(株)シリウステクノロジーズ

「ビジネスGIS の可能性」 (株) JPS

「３Ｄ-ＧＩＳを活用したビジネス展開」
デジタル・アース(株)

各社Webサイトによる．



北海道経済産業局北海道経済産業局 IT IT クラスター・フォーラムクラスター・フォーラム
「地図・画像データ活用ビジネス研究会」「地図・画像データ活用ビジネス研究会」

http://www.itcf.jp/it/files/h21it_inv.pdf

国土交通省国土交通省 国土計画局国土計画局
基盤地図情報等の利活用推進モデル実証調査基盤地図情報等の利活用推進モデル実証調査基盤地図情報等の利活用推進モデル実証調査基盤地図情報等の利活用推進モデル実証調査

（北海道岩見沢市）（北海道岩見沢市）

地理空間情報の整備 更新 提供 流通のル ル等を定めたマニ アル地理空間情報の整備・更新・提供・流通のルール等を定めたマニュアル
等の作成を行うための調査であり，北海道岩見沢地域において，岩見沢市
と域内の農業関係団体，水道関係団体との地理空間情報の共用手法を取り
まとめるまとめる．

期間：平成19～21年度

静岡県熱海市や福岡県飯塚市など
でも実証調査を進めている．
基盤地図上に，さまざまな主体の
さまざまな地理空間情報を重ね合さまざまな地理空間情報を重ね合
わせる際の基準やルールを明確化
するのが目的．

自治体の庁内での利活用，都道府
県と市町村の連携利用，地域での
関係団体の利活用を実践し，必要
なルールを明らかにする 自治体なル ルを明らかにする．自治体
との連携による基盤地図情報の整
備手法も模索する． http://blogs.yahoo.co.jp/guntosi/54499685.html



国土地理院国土地理院 北海道地方測量部北海道地方測量部
地理空間情報に関する北海道地区産学官懇談会地理空間情報に関する北海道地区産学官懇談会

平成２１年１１月１６日（月）開催

目的： 地理空間情報に係る情報と課題認識について，北海道地区に
おける産学官の間で共有化を図り，地理空間情報の効果的な活用を推進す
ること．

産業 顧産業界
熊谷勝弘 (社)日本測量協会北海道支部長
安田容昌 (社)北海道測量設計業協会長

学界

顧問
山村悦夫 北海道大学名誉教授

事務局
小白井亮一 国土地理院北海道地方測量部長学界

金子正美 酪農学園大学環境システム学部教授
萩原 亨 北海道大学大学院公共政策学連携研究部

大学院工学研究科准教授
橋本雄一（座長） 北海道大学大学院文学研究科准教授
村上 亮 北海道大学大学院理学研究院附属

井亮 国 院 海 測 部長
田中幸生 国土地理院北海道地方測量部次長
茂木公一 国土地理院北海道地方測量部地理空間情報管理官

村上 亮 北海道大学大学院理学研究院附属
地震火山研究観測センター教授

官（公的機関）
佐藤謙二 国土交通省北海道開発局建設部長
田中 実 北海道建設部土木局長田中 実 北海道建設部土木局長
藤野龍一 札幌市建設局管理部維持担当部長

http://www.gsi.go.jp/common/000051488.pdf

『『地理空間情報の基本と活用地理空間情報の基本と活用』』（（20092009年年77月出版）月出版）

紙媒体での教科書の
必要性が高い．

表紙は洞爺湖サミットで表紙は洞爺湖サミットで
使用された地図（北海道
地図株式会社提供）

橋本雄一編 古今書院発行 価格 3,200円＋税
古今書院注文用アドレス order@kokon.co.jp



目次目次目次目次
概念編概念編――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
11 地理空間情報活用推進基本法の成立（橋本雄一，藤原達也）地理空間情報活用推進基本法の成立（橋本雄一，藤原達也）
22 地理空間情報活用推進基本法と基本計画（橋本雄 ）地理空間情報活用推進基本法と基本計画（橋本雄 ）22 地理空間情報活用推進基本法と基本計画（橋本雄一）地理空間情報活用推進基本法と基本計画（橋本雄一）
33 GISGISの概念と歴史（山下亜紀郎）の概念と歴史（山下亜紀郎）
44 衛星測位の概念と歴史（木村圭司）衛星測位の概念と歴史（木村圭司）

実務編実務編――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

問題の背景

55 地理空間情報の標準化（大伴真吾）地理空間情報の標準化（大伴真吾）
66 地理空間データのメタデータと製品仕様書（大伴真吾）地理空間データのメタデータと製品仕様書（大伴真吾）
77 地理空間データの入力と検査法（時永洋一）地理空間データの入力と検査法（時永洋一）
88 地理空間データモデルと空間分析（橋本雄一）地理空間データモデルと空間分析（橋本雄一）

方法論・技術論

企業活用編企業活用編――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
99 測量･地図企業における測量･地図企業におけるGISGIS利用（朝日利用（朝日 守）守）
1010 自治体における防災自治体における防災GISGISの構築（志村一夫）の構築（志村一夫）
1111 自治体における統合型自治体における統合型GISGIS構築（赤渕明寛）構築（赤渕明寛）

研究内容・結論・展望

研究活用編研究活用編――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
1212 沖合海域における持続可能な漁業活動支援のためのユビキタスな情報サービスに関する研究開発（齊藤誠一）沖合海域における持続可能な漁業活動支援のためのユビキタスな情報サービスに関する研究開発（齊藤誠一）
1313 北海道における北海道におけるGIS GIS を活用した自然環境情報の共有化と情報公開（金子を活用した自然環境情報の共有化と情報公開（金子 正美，鈴木正美，鈴木 透，田中透，田中 克佳，吉村克佳，吉村 暢彦，暢彦，

立木立木 靖之，星野仏方，長靖之，星野仏方，長 雄一，赤松里香）雄一，赤松里香）
1414 環境行政における環境行政におけるGISGISの利活用（高田雅之）の利活用（高田雅之）1414 環境行政における環境行政におけるGISGISの利活用（高田雅之）の利活用（高田雅之）
1515 LiDARLiDARによるによる33次元次元GISGISデータの自動生成技術（金井データの自動生成技術（金井 理）理）
1616 生物生産のロボット化と情報化（野口生物生産のロボット化と情報化（野口 伸）伸）
1717 GISGISと衛星測位を用いた積雪寒冷地の道路交通管理システム開発（と衛星測位を用いた積雪寒冷地の道路交通管理システム開発（橋本橋本 雄一，加賀屋雄一，加賀屋 誠一，萩原誠一，萩原 亨亨））

付属資料付属資料11 メタデータエディタ（大伴真吾）メタデータエディタ（大伴真吾）
付属資料付属資料22 製品仕様書エディタ製品仕様書エディタ （大伴真吾）（大伴真吾） 技術論（マニュアル）

地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携

・新しいビジネス

企業など

新し ビジネス
・収益上昇

地理空間情報の
作成，活用，流通 産学官共通の目的を

設定できる機会は

産
設定できる機会は
多くないかもしれない．

↓
例えば，官の目的に

地理空間情報の
高度活用社会を目指す
という目標は共通

学官

例えば，官の目的に
産・学が協力すると
いうように，任意の
分野が他分野に協力

という目標は共通．

学官
大学，研究所など国，自治体など

分野が他分野 協力
してもらう方が成果
は上がるのでは？

・効率的な行政 ・新しい学術成果効率的な行政
・住民サービスの向上

新し 学術成果
・教育サービス向上



自治体における統合型自治体における統合型GISGIS構築の事例構築の事例

産官連携による地理空間情報の活用

（株式会社ヒューネス）（株式会社ヒューネス）

自治体 統合自治体 統合 構築構築自治体における統合型自治体における統合型GISGISの構築と運用の構築と運用

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第11章 自治体における統合型GIS構築」（赤渕明寛）より

自治体における防災自治体における防災GISGISの構築の事例の構築の事例

産官連携による地理空間情報の活用

（株式会社シン技術コンサル）（株式会社シン技術コンサル）

災害時 助 防災災害時 助 防災災害時の公助における防災災害時の公助における防災GISGISの活用の活用

2000年有珠山噴火
の事例

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第10章 自治体における防災GISの構築」（志村一夫）より



沖合海域における持続可能な漁業活動支援のため沖合海域における持続可能な漁業活動支援のためのの

産学連携による地理空間情報の活用

ユビキタスユビキタスな情報サービスに関する研究開発な情報サービスに関する研究開発
（北海道大学大学院水産科学（北海道大学大学院水産科学研究院研究院 齊藤齊藤誠一先生）誠一先生）

回遊経路も含めた魚 生息状況をリア タイムに把握し 資源維持に影響回遊経路も含めた魚 生息状況をリア タイムに把握し 資源維持に影響回遊経路も含めた魚の生息状況をリアルタイムに把握し，資源維持に影響回遊経路も含めた魚の生息状況をリアルタイムに把握し，資源維持に影響
を与えない効率的な漁獲を行うための漁業活動支援システムのを与えない効率的な漁獲を行うための漁業活動支援システムの開発開発

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第12章 沖合海域における持続可能な漁業活動支援のための

ユビキタスな情報サービスに関する研究開発」（齊藤誠一）より

推定漁場（ホットスポット）

流れの強さ

海面高度

クロロフ ル 濃度クロロフィルa濃度

表面水温

齊藤誠一先生（北海道大学大学院水産科学研究院教授）発表資料



LiDARLiDARによるによる33次元次元GISGISデータの自動生成技術データの自動生成技術

産学連携による地理空間情報の活用

によるによる 次元次元 デ タの自動生成技術デ タの自動生成技術
（北海道大学大学院情報科学研究科（北海道大学大学院情報科学研究科 金井金井理先生）理先生）

航空機に搭載された ザプ イラ で地表面を高密度 高速に航空機に搭載された ザプ イラ で地表面を高密度 高速に33次元次元航空機に搭載されたレーザプロファイラーで地表面を高密度・高速に航空機に搭載されたレーザプロファイラーで地表面を高密度・高速に33次元次元
計測する計測するLiDARLiDAR（（Light Detection and RangingLight Detection and Ranging）技術の開発）技術の開発

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第15章 LiDARによる3次元GISデータの自動生成技術」（金井
理） より

生物生産のロボット化と情報化生物生産のロボット化と情報化

産学連携による地理空間情報の活用

（北海道大学大学院農学（北海道大学大学院農学研究院研究院 野口野口 伸先生）伸先生）

次代の食料生産技術として注目されている地理空間情報に基づいたロボッ次代の食料生産技術として注目されている地理空間情報に基づいたロボッ
トやリモートセンシング技術の開発トやリモートセンシング技術の開発

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第16章 生物生産のロボット化と情報化（野口 伸）より



北海道における北海道におけるGIS GIS を活用を活用した自然した自然環境環境情報の情報の

学官連携による地理空間情報の活用

北海道 け北海道 け 活用活用 自然自然環境環境情報情報
共有化共有化と情報公開と情報公開

（酪農学園（酪農学園大学環境システム学部大学環境システム学部 金子正美先生ほか）金子正美先生ほか）

北海道北海道におけるにおけるGISGISを活用を活用した自然環境分野の情報共有化および公開．した自然環境分野の情報共有化および公開．

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第13章 北海道におけるGIS を活用した自然環境情報の共有化
と情報公開」（金子 正美，鈴木 透，田中 克佳，吉村 暢彦，立木 靖之，星野仏方，長 雄一，赤松里香）より

環境行政における環境行政におけるGISGISの利の利活用活用

学官連携による地理空間情報の活用

（北海道環境科学研究センター（北海道環境科学研究センター 高田高田雅之先生）雅之先生）

環境行政に関する北海道 GIS環境行政に関する北海道のGIS
データベースの整備と活用．

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第14章 環境行政におけるGISの利活用」（高田雅之）より



GISGISと衛星測位をと衛星測位を用いた積雪寒冷地用いた積雪寒冷地のの

学官連携による地理空間情報の活用

道路道路交通管理システム開発交通管理システム開発
（北海道大学大学院文学研究科（北海道大学大学院文学研究科 橋本雄一ほか）橋本雄一ほか）

路面情報や運転情報などを統合したデータベースを構築し，積雪寒冷地に路面情報や運転情報などを統合したデータベースを構築し，積雪寒冷地に
おける道路交通管理システムの開発について検討．さらに，このデータベおける道路交通管理システムの開発について検討．さらに，このデータベ
ースを用いて，滑りやすい状況が発生しやすい条件について分析．ースを用いて，滑りやすい状況が発生しやすい条件について分析．

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第17章 GISと衛星測位を用いた積雪寒冷地の道路交通管理シ
ステム開発」（橋本 雄一，加賀屋 誠一，萩原 亨）より

理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．

しかし，しかし，人文・社会科学分野人文・社会科学分野はどうか？はどうか？

公務員，教員，シンクタンクなどの民間企業公務員，教員，シンクタンクなどの民間企業のの
志望者には魅力的な技術志望者には魅力的な技術魅魅

目的意識は，理工系より向いているのでは目的意識は，理工系より向いているのでは??

技術的な知識不足技術的な知識不足を克服する必要を克服する必要技術的な知識不足技術的な知識不足を克服する必要を克服する必要

空間的視点空間的視点の必要性を認識させ，専門分野に結の必要性を認識させ，専門分野に結
びつけることが重要びつけることが重要びつけることが重要びつけることが重要

地理空間情報を扱わなくても それに地理空間情報を扱わなくても それに関連する関連する地理空間情報を扱わなくても，それに地理空間情報を扱わなくても，それに関連する関連する
分野の専門家の養成分野の専門家の養成も重要（例：個人情報保護も重要（例：個人情報保護
の法律に関する専門家など）の法律に関する専門家など）の法律に関する専門家など）の法律に関する専門家など）



理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．

しかし，しかし，人文・社会科学分野人文・社会科学分野はどうか？はどうか？

空間的視点の育成には，早期教育が必要空間的視点の育成には，早期教育が必要．．

ピアジ 発達心理学では 「 ト的視点 が「サピアジ 発達心理学では 「 ト的視点 が「サピアジェの発達心理学では，「ルート的視点」が「サーピアジェの発達心理学では，「ルート的視点」が「サー
ベイ的視点」に切り替わるのが１０歳ごろ．ベイ的視点」に切り替わるのが１０歳ごろ．

小学校の社会化教育では，「私たちの○○市」といった小学校の社会化教育では，「私たちの○○市」といった
地域教育や地誌学を教えるのが４年ごろ．地域教育や地誌学を教えるのが４年ごろ．

中学・高校で地理分野の教育機会が減少中学・高校で地理分野の教育機会が減少し，高度な空間し，高度な空間
的視点が養えない．空間情報の分析能力も未熟なまま．的視点が養えない．空間情報の分析能力も未熟なまま．的視点が養えな ．空間情報 分析能力も未熟なまま．的視点が養えな ．空間情報 分析能力も未熟なまま．

地理空間情報の高度活用社会の実現に地理空間情報の高度活用社会の実現に支障支障がある．がある．

公教育としては地理空間情報の分野は後退．公教育としては地理空間情報の分野は後退．

理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．

しかし，しかし，人文・社会科学分野人文・社会科学分野はどうか？はどうか？

地 空 デ タ 関す 空 析能力 養成を重視地 空 デ タ 関す 空 析能力 養成を重視地理空間データに関する空間分析能力の養成を重視地理空間データに関する空間分析能力の養成を重視

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第8章 地理空間データモデルと空間分析」（橋本雄一）より



理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．理工系分野は地理空間情報の活用が期待できる．

しかし，しかし，人文・社会科学分野人文・社会科学分野はどうか？はどうか？

地 空 デ タ 関す 空 析能力 養成を重視地 空 デ タ 関す 空 析能力 養成を重視地理空間データに関する空間分析能力の養成を重視地理空間データに関する空間分析能力の養成を重視

もともと地理学では，空間情報教育を行っていた．もともと地 学 は， 間情報教育を行 た
やっと，この分野にスポットライトが当たった．

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第8章 地理空間データモデルと空間分析」（橋本雄一）より

地理空間情報に関する教育地理空間情報に関する教育

人口

地図データ

地理学 Geography
↓

地域の科学

人口密度

地域の科学
↓

空間と社会の科学

「地域」とは社会（人間活動） 人口密度

属性データ

･･･「地域」とは社会（人間活動）

を空間に投影したもの

男女比

従来の地理学教育にIT導入．
空間分析中心．
内容は，公教育のための地理学．

斜里町の地区別人口特性
（2000年国勢調査による）

比

Where,  What,  When,

（2000年国勢調査による）

Why,  Howなぜ？
どのようにして？サイエンス



地理空間情報に関する教育地理空間情報に関する教育

人口

地図データ

地理学 Geography
↓

地域の科学

人口密度

地域の科学
↓

空間と社会の科学

「地域」とは社会（人間活動） 人口密度

属性データ

･･･「地域」とは社会（人間活動）

を空間に投影したもの

男女比

従来の地理学教育にIT導入．
空間分析中心．
内容は，公教育のための地理学．

地理空間情報の分析技術のみでは不十分

斜里町の地区別人口特性
（2000年国勢調査による）

比
地理空間情報の分析技術のみでは不十分．
意思決定を適切に行うための教育が必要．

Where,  What,  When,

（2000年国勢調査による）

Why,  Howなぜ？
どのようにして？サイエンス

地理空間情報に関する教育地理空間情報に関する教育

ステップ１：
学校のIT教育の中で
地理空間情報を扱う

ステップ2：
地理空間情報を
収集 加工し収集・加工し，
その結果から
議論を行う．

ステップ3：
地理空間情報の議論から，新しい知識を見いだし，社会の中で定着させる．



地理空間情報に関する教育地理空間情報に関する教育

ステップ１：
学校のIT教育の中で
地理空間情報を扱う

公教育としての地理学のなかで公教育としての地理学のなかで，

カリキュラムが組まれてきた．

ステップ2：
地理空間情報を
収集 加工し

↓

地理空間情報高度活用社会の姿を 収集・加工し，
その結果から
議論を行う．

地理空間情報高度活用社会の姿を

具体的にイメージできない．

地理空間情報高度活用社会を活用する構想力と実行力の育成

ステップ3：
地理空間情報の議論から，新しい知識を見いだし，社会の中で定着させる．

積雪寒冷地における積雪寒冷地における生活環境整備生活環境整備のためののための
地理空間情報地理空間情報の活用の活用地理空間情報地理空間情報の活用の活用

－北海道大学大学院文学研究科地域システム科学講座の研究事例から－－北海道大学大学院文学研究科地域システム科学講座の研究事例から－



ネットワークボロノイ領域分割の手法開発

ネットワークボロノイ領域ネットワークセル平面ボロノイ領域

ネットワ クボ ノイ領域分割 手法開発

道路ネットワーク

母点

地物

従来の直線距離による領域分割 CSISのSANETなどによる
ネットワーク分割．
面的な分割には適さない．

地物

母点P1のボロノイ領域

資料提供：相馬絵美

地理学方法論→空間解析→地域の概念化

ネットワークボロノイ領域の定義ネットワークボロノイ領域の定義

( ) ( ) ( ){ } ( )lhgqrdqrdrqV hgg ,,1,, ･･･=≠≤=
任意のノードqgを基点とした平面ボロノイ領域

母点 到達距離が最短 なる ( )

平面ボロノイ領域

( ) ( ) ( ){ } ( )mjipqdpqdqpq jii ,,1,, ･･･=≠≤=

( ) ( ) ( )kVV 1
母点piを基点とした平面ボロノイ領域

母点piへの到達距離が最短になるq(pi)

( ) ( ) ( )nksVpV ki ,,1･･･==

( ) ( ) ( ){ }ni sVsVpN ,,1 L=
ネットワークボロノイ分割図の定義

母点piを基点としたネットワークボロノイ領域

( ) ( ){ }mpNpNN ,,1 L=
ネットワークボロノイ分割図の定義

ネットワークボロノイ領域

p : 母点， q : ノード（結節点）， r : 空間上の任意の点，
d : ネットワーク上の2点間の距離， l : ノード総数， m : 母点総数，
n : ノードq(pi)に該当するものの総数，ノ ドq(p )に該当するも 総数，
V(a) : 母点aの平面ボロノイ領域，
N(b) : 母点bのネットワークボロノイ領域，
N : ネットワークボロノイ分割図.

参考文献： Okabe,A., Boots,B., Sugihara,K. and Chiu,S.N. (2000): Spatial Tessellations: 
Concepts and Applications of Voronoi Diagrams (Second Edition).  John Wiley & Sons.



ネットワークボロノイ領域の作成手順ネットワークボロノイ領域の作成手順

平面ボロノイ領域
(母点q1)

ネットワークボロノイ領域
(母点P1:収容避難場所)

ノードによる平面
ボロノイ領域の生成

ネットワークボロノイ領域の生成

道路ネットワーク

母点（収容避難場所）

ボ ノイ領域の生成

学：空間統計学の成果
産：新しいソフト開発 地物

母点P1のボロノイ領域

産：新しいソフト開発
官：防災計画への応用

もし寒冷で積雪のある冬季にもし寒冷で積雪のある冬季に
積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

寒冷 積雪 あ 冬季寒冷 積雪 あ 冬季
大地震が起きたら？大地震が起きたら？

札幌市では 月寒断層や石狩低地東縁断層などを震源と札幌市では、月寒断層や石狩低地東縁断層などを震源と
する地震の起こる可能性が無いとはいえない。

平成20年度「札幌市防災会議」資料による

積雪寒冷地の大都市では，避難場所の確保が深刻な課題．

平成20年度「札幌市防災会議」資料による．

・長時間の屋外滞在は無理．
・長距離の移動は無理．
・一時避難場所や広域避難場所
には避難できない．
・収容避難場所は不足している．



もし寒冷で積雪のある冬季にもし寒冷で積雪のある冬季に
積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

例えば石川県能登半島地震（例えば石川県能登半島地震（20072007年年33月月2525日）と同じ震度でも日）と同じ震度でも

もし寒冷で積雪のある冬季にもし寒冷で積雪のある冬季に
大地震が起きたら？大地震が起きたら？

例えば石川県能登半島地震（例えば石川県能登半島地震（20072007年年33月月2525日）と同じ震度でも，日）と同じ震度でも，
地震発生の季節や時刻によっては，積雪寒冷地の被害は，格段に深地震発生の季節や時刻によっては，積雪寒冷地の被害は，格段に深
刻なものとなる．刻なものとなる．

写真： NHK・読売新聞・朝日新聞ホームページ

北海道における最深積雪北海道における最深積雪

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

北海道における最深積雪北海道における最深積雪
（気象庁観測（気象庁観測19711971～～20002000年の平年値による）年の平年値による）

積雪寒冷地域は日本の国土面積の約6割に当たり 現在 その地域には日本全体の

撮影：相馬絵美

積雪寒冷地域は日本の国土面積の約6割に当たり，現在，その地域には日本全体の
約2割の人口が居住している．その中でも，特に北海道は積雪量の多い地域であり，
日本海沿岸は最深積雪量が200cmを超える豪雪地地域となっている



北海道における最寒月平均気温北海道における最寒月平均気温

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

北海道における最寒月平均気温北海道における最寒月平均気温
（気象庁観測（気象庁観測19711971～～20002000年の平年値による）年の平年値による）

札幌市

積雪寒冷地域は日本の国土面積の約6割に当たり，現在，その地域には日本全体の積雪寒冷地域は日本の国土面積の約6割に当たり，現在，その地域には日本全体の
約2割の人口が居住している．その中でも，特に北海道は積雪量の多い地域であり，
日本海沿岸は最深積雪量が200cmを超える豪雪地地域となっている

札幌市における冬季の積雪札幌市における冬季の積雪

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

札幌市における冬季の積雪札幌市における冬季の積雪

夏季

冬季

積雪期はオープンスペースが使用できない．

資料提供：相馬絵美



避難場所の分布（全種類）避難場所の分布（全種類）
積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

青印： 夏季のみ使用できる所（広域・一時避難場所）青印： 夏季のみ使用できる所（広域 時避難場所）

赤印： 1年中使用できる所（収容避難場所）

資料提供：相馬絵美

避難場所の分布（収容避難場所）避難場所の分布（収容避難場所）

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

避難場所の分布（収容避難場所）避難場所の分布（収容避難場所）

1975年 1998年年 年
収容避難場所数 234 297
収容人員合計（人） 71,928 91,598

資料提供：相馬絵美



収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析
最近隣の避難場所への避難行動圏を設定

雪が積もっていて入れない

資料提供：相馬絵美

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

収容避難場所に対する避難行動圏収容避難場所に対する避難行動圏収容避難場所に対する避難行動圏収容避難場所に対する避難行動圏

避難場所を重心として
中間を分割するという中間を分割するという
ボロノイ領域分割を
行っている．

右 直線 離右図は，直線距離に
よる空間分割の例．

本来は，道路距離を本来は，道路距離を
用いた空間分割を行う
べき．

資料提供：相馬絵美



ネットワークボロノイ領域分割の手法開発

ネットワークボロノイ領域ネットワークセル平面ボロノイ領域

ネットワ クボ ノイ領域分割 手法開発

道路ネットワーク

母点

地物

従来の直線距離による領域分割 CSISのSANETなどによる
ネットワーク分割．
面的な分割には適さない．

プログラムは(株)マプコンがPC Mapping用の 地物

母点P1のボロノイ領域

資料提供：相馬絵美

プログラムは(株)マプコンがPC-Mapping用の
アプリケーションとして開発．

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

道路距離を考慮して設定した避難行動圏道路距離を考慮して設定した避難行動圏

冬季夏季

道路距離を考慮 て設定 た避難行動圏道路距離を考慮 て設定 た避難行動圏

ネットワークボロノイ領域 ネットワークボロノイ領域

道路ネットワーク 道路ネットワーク



収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

道路距離を考慮して設定した避難行動圏道路距離を考慮して設定した避難行動圏

人口（点データ）

道路距離を考慮 て設定 た避難行動圏道路距離を考慮 て設定 た避難行動圏

オーバーレイ分析 収容避難場所(点データ)，
道路（センデータ）

ネットワークボロノイ領域
（面データ）

人口の集計

ボロノイ領域内の総人口 – 収容避難場所の定員 = 過剰人口

資料提供：相馬絵美

理論的な避難領域に集まった人のうち，避難場所に入れない人は何人いるか？

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

収容限界人口の空間分析収容限界人口の空間分析

道路距離を考慮して設定した避難行動圏道路距離を考慮して設定した避難行動圏道路距離を考慮 て設定 た避難行動圏道路距離を考慮 て設定 た避難行動圏

夏季（1998年） 冬季（1998年）夏季（1998年） 冬季（1998年）

過
剰

資料提供：相馬絵美

剰
人
口 （人）ネットワークボロノイ領域分割による．



人口100万人突破
地下鉄南北線開業

地下鉄東西線開業
地下鉄南北線延長

地下鉄東豊線開業
地下鉄南北線開業
地下街完成
オリンピック冬季大会
政令指定都市移行

地下鉄南北線延長

地下鉄東西線延長
札樽道延長
地下鉄東豊線延長政令指定都市移行 地下鉄東西線延長

人口150万人突破
地下鉄東豊線延長

1920年 102,580人
1940年 206,103人
1970年 1,010,123人
2000年 1,867,289人

年 人

最初に避難場所が設定
されてから人口が2倍
近くになっている．
2007年 1,890,561人

（3月1日）

収容限界人口の空間分析（収容限界人口の空間分析（20072007年）年）

積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析積雪寒冷地の避難施設と圏域に関する分析

収容限界人口の空間分析（収容限界人口の空間分析（20072007年）年）
夏季 冬季 近年の「人口の都心回帰」

現象により 冬季の避難場現象により，冬季の避難場
所不足は深刻化している．

避難場所

条 境条町目境界

過剰人口

- 0

- 1000

- 2000

過剰人口

- 2000

- 5000

5000 -

（人）

過剰人口発生状況（2007）

（人）

資料提供：寺山ふみ 成果は学術論文のみで，市の防災計画とは無関係．



成果成果

○○ 冬季には収容避難場所しか使用できないので，避難場所が著しく不足する．冬季には収容避難場所しか使用できないので，避難場所が著しく不足する．

○○ 人口は常に分布を変えるが，避難場所などの社会資本は分布の変更が難しい．人口は常に分布を変えるが，避難場所などの社会資本は分布の変更が難しい．

○○ 人口は人口は19741974年から倍増しているが，避難場所は僅かしか増えていない．年から倍増しているが，避難場所は僅かしか増えていない．

○○ 近年の，「人口の都心回帰」現象で，都心の人口は増加している．しかし，地近年の，「人口の都心回帰」現象で，都心の人口は増加している．しかし，地
価の上昇などによる土地取得の困難さから 都心の収容避難場所の増加は望め価の上昇などによる土地取得の困難さから 都心の収容避難場所の増加は望め価の上昇などによる土地取得の困難さから，都心の収容避難場所の増加は望め価の上昇などによる土地取得の困難さから，都心の収容避難場所の増加は望め
ない．ない．

○○ 効率的な避難圏域と，町内会の範囲は大きくずれている．そのため町内会の効率的な避難圏域と，町内会の範囲は大きくずれている．そのため町内会の
組織的な避難は 移動距離や時間が余計にかかる組織的な避難は 移動距離や時間が余計にかかる組織的な避難は，移動距離や時間が余計にかかる．組織的な避難は，移動距離や時間が余計にかかる．

人口増加 避難場所の担当圏域避難場所の担当圏域

避難場所
(定員 = 12)

非収容人口の
居住地域

人口分布 避難場所の定員人口
分布範囲分布範囲

避難場所の定員人口
分布範囲

成果成果成果成果

日本の積雪寒冷地は，非積雪地にくらべ，日本の積雪寒冷地は，非積雪地にくらべ，生活環境の季節的な違い生活環境の季節的な違い日本の積雪寒冷地は，非積雪地にくらべ，日本の積雪寒冷地は，非積雪地にくらべ，生活環境の季節的な違い生活環境の季節的な違い
が大きいが大きいにもかかわらず，にもかかわらず，積雪期の地域計画などは遅れている積雪期の地域計画などは遅れている．．

積雪期における生活の危険性や不便さは，積雪期における生活の危険性や不便さは，自治体や地域社会のなか自治体や地域社会のなか積雪期における生活の危険性や不便さは，積雪期における生活の危険性や不便さは，自治体や地域社会のなか自治体や地域社会のなか
で解決で解決しなければならないことが多い．しなければならないことが多い．

自治体などが局地的な実態を把握し，自治体などが局地的な実態を把握し，空間的に検討空間的に検討を行うために，を行うために，自治体などが局地的な実態を把握し，自治体などが局地的な実態を把握し，空間的に検討空間的に検討を行うために，を行うために，
地理空間情報地理空間情報は，きわめて重要であり，それを手軽に利活用できるは，きわめて重要であり，それを手軽に利活用できる
社会が望まれる．社会が望まれる．

積雪期非積雪期
北海道

札幌市札幌市

撮影：相馬絵美

北海道における最深積雪北海道における最深積雪
（気象庁観測（気象庁観測19711971～～20002000年の平年値による）年の平年値による）



地理空間情報の地理空間情報の標準化が必須標準化が必須
今後の課題

「「地理情報標準プロファイル（地理情報標準プロファイル（JPGISJPGIS））」の理解や，メタデータお」の理解や，メタデータお
よび製品仕様書の作成技術が必要．よび製品仕様書の作成技術が必要．

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「第5章 地理空間情報の標準化」，「第6章 地理空間データの
メタデータと製品仕様書」（大伴真吾）より

メタデータや製品仕様書メタデータや製品仕様書などを用いたデータのなどを用いたデータの
今後の課題

メタデ タや製品仕様書メタデ タや製品仕様書などを用いたデ タのなどを用いたデ タの
流通流通促進促進と信頼性確保が重要と信頼性確保が重要

メタデ タエディタメタデータエディタ

製品仕様書エディタ製品仕様書エディタ

資料：国土地理院Webサイト

橋本雄一編（2009）『地理空間情報の基本と活用』（古今書院） 「付属資料1 メタデータエディタ」，「付属資料2 製品仕様書
エディタ」 （大伴真吾）より



地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携

・新しいビジネス

企業など

新し ビジネス
・収益上昇

地理空間情報の
作成，活用，流通

基本的に文化の違い，

産地理空間情報の
高度活用社会を目指す
という目標は共通

基本的に文化の違 ，
目指す方向の違いが，
連携の障害となる．

学官

という目標は共通． お互いの主張が弱い
と，曖昧な話し合い
で終わる危険性があ

学官
大学，研究所など国，自治体など

る．

・効率的な行政 ・新しい学術成果効率的な行政
・住民サービスの向上

新し 学術成果
・教育サービス向上

地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携

・新しいビジネス・新しいビジネス

企業など企業など

新し ビジネス新し ビジネス
・収益上昇・収益上昇

地理空間情報の
作成，活用，流通

基本的に文化の違い，

産産地理空間情報の地理空間情報の
高度活用社会を目指す高度活用社会を目指す
という目標は共通という目標は共通

基本的に文化の違 ，
目指す方向の違いが，
連携の障害となる．

という目標は共通．という目標は共通． お互いの主張が強い
と，利害が対立し，
話がまとまらない危
険性があ学学官官

大学，研究所など大学，研究所など国，自治体など国，自治体など

険性がある．

・効率的な行政・効率的な行政 ・新しい学術成果・新しい学術成果効率的な行政効率的な行政
・住民サービスの向上・住民サービスの向上

新し 学術成果新し 学術成果
・教育サービス向上・教育サービス向上

三国志のようにお互いを牽制しあうことは避けなければならない．



地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携

・新しいビジネス・新しいビジネス
事例：自治体向けＧＩＳ人材育成セミナー

企業など企業など

新し ビジネス新し ビジネス
・収益上昇・収益上昇

地理空間情報の
作成，活用，流通 事例：セミナーの画一的マニュアル化

（規模の経済性）

産産地理空間情報の地理空間情報の
高度活用社会を目指す高度活用社会を目指す
という目標は共通という目標は共通

（規模の経済性）

という目標は共通．という目標は共通．

学学官官
大学，研究所など大学，研究所など国，自治体など国，自治体など事例：安価・効率的・効果的な 事例：最新知識の供給

・効率的な行政・効率的な行政 ・新しい学術成果・新しい学術成果

事例 安価 効率的 効果的な
セミナーモデル
（費用・時間の経済性）

（創造性・独自性・
範囲の経済性）

効率的な行政効率的な行政
・住民サービスの向上・住民サービスの向上

新し 学術成果新し 学術成果
・教育サービス向上・教育サービス向上

三国志のようにお互いを牽制しあうことは避けなければならない．

地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携

・新しいビジネス

企業など

新し ビジネス
・収益上昇

地理空間情報の
作成，活用，流通 産学官共通の目的を

設定できる機会は

産
設定できる機会は
多くないかもしれない．

↓
例えば，官の目的に

地理空間情報の
高度活用社会を目指す
という目標は共通

学官

例えば，官の目的に
産・学が協力すると
いうように，任意の
分野が他分野に協力

という目標は共通．

学官
大学，研究所など国，自治体など

分野が他分野 協力
してもらう方が成果
は上がるのでは？

・効率的な行政 ・新しい学術成果効率的な行政
・住民サービスの向上

新し 学術成果
・教育サービス向上



地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携地理空間情報地理空間情報に関する産学官の連携に関する産学官の連携

・新しいビジネス
事例

企業など

新し ビジネス
・収益上昇

地理空間情報の
作成，活用，流通 産学官共通の目的を

設定できる機会は

事例：
ハードウェアおよび
ソフトウェアの開発

産
設定できる機会は
多くないかもしれない．

↓
例えば，官の目的に

地理空間情報の
高度活用社会を目指す
という目標は共通

学官

例えば，官の目的に
産・学が協力すると
いうように，任意の
分野が他分野に協力

という目標は共通．

事例：
主要目的

学官
大学，研究所など国，自治体など

分野が他分野 協力
してもらう方が成果
は上がるのでは？

事例
自治体における地理
空間情報の統合シス
テム導入

事例：
法律の専門家による

・効率的な行政 ・新しい学術成果

法律 専門家
個人情報保護の検討

効率的な行政
・住民サービスの向上

新し 学術成果
・教育サービス向上必ずしも，全員が地理空間情報の専門家でなくても良い．

また，全員が地理空間情報に関係する必要はない．

おわりにおわりに国際的・ 人材育成が
国家的な情
報インフラ
の整備

課題

競合

小地域内

の整備 競合

デジタル化できない

需要 供給学学官官

小地域内
での集積

デジタル化できな
情報の創造と共有

産産

需要
チェーン

供給
チェーン

学学官官

知識の創造

協力
国際競争力の上昇

地理空間情報に関する国際的・国家的インフラ整備により，
情報関連の知的クラスター形成も進展する．



おわりにおわりに国際的・ 人材育成が情報クラスター形成のプロセス
国家的な情
報インフラ
の整備

課題

競合

企業集積

第

小地域内

の整備 競合

デジタル化できない

産業クラスター形成

第
１
段
階

需要 供給学学官官

小地域内
での集積

デジタル化できな
情報の創造と共有

アンカー企業の出現

階

産産

需要
チェーン

供給
チェーン

学学官官
人材集中

第

知識の創造知的クラスター形成

第
２
段
階

協力
国際競争力の上昇

アンカーパーソンの出現

階

地理空間情報に関する国際的・国家的インフラ整備により，
情報関連の知的クラスター形成も進展する．

おわりにおわりに情報クラスター形成のプロセス国際的・ 人材育成が

競合

企業集積

第

国家的な情
報インフラ
の整備

課題

小地域内

競合

デジタル化できない

産業クラスター形成

第
１
段
階

デ ネデ ネ

の整備

需要 供給学学官官

小地域内
での集積

デジタル化できな
情報の創造と共有

アンカー企業の出現

階
コーディネーコーディネー
タ養成が必須タ養成が必須

デジタル化でデジタル化で
きない情報のきない情報の

産産

需要
チェーン

供給
チェーン

学学官官
人材集中

第

きない情報のきない情報の
価値が高い価値が高い

知識の創造知的クラスター形成

第
２
段
階地域集中により地域集中により

小・中・高等小・中・高等
学校での空間学校での空間
情報教育が重情報教育が重

協力
国際競争力の上昇

アンカーパーソンの出現

階地域集中により地域集中により
Face To FaceFace To Face
でのでの情報伝達を情報伝達を
行いやすい環境行いやすい環境

情報教育が重情報教育が重
要（地理）要（地理）

地理空間情報に関する国際的・国家的インフラ整備により，
情報関連の知的クラスター形成も進展する．

すす
が重要が重要



・公共測量など現代社会で作成されている
地理空間情報を どう活用するか？

今後の課題
地理空間情報を，どう活用するか？
・基盤地図情報を情報流通のコアとして
どのように使用するか？
・個人情報保護や著作権などの法的問題

情報の更新と流通を
促進させる仕組み

・個人情報保護や著作権などの法的問題
の解決を，どうサポートするか？
→ 国土交通省国土計画局「基盤地図情
報等の利活用推進モデル実証調査」

促進させる仕組み
報等の利活用推進モデル実証調査」
などの成果を，有効に活かせるか？

プロジェクト・プロジェクト
マネージメントの
能力開発 来年度は，これらの研究

・どこで，どのような教育を行うか？
・教育機会の地域的格差をどのように
是正していくか？

会を企画し，演習用教材
（特に自治体向け）を開
発したい．

→ 北海道の道東や道北にもセミナーなどの学習機会が必要．
人口が少なく，財政的にも厳しい地域の方が，ニーズが高いのでは？
北海道での地域別セミナーを復活できないか？

第７回北海道測量技術講演会プログラム
－地理空間情報の高度活用を目指して－

日 時：平成22年1月28日（木）13:00～16:30
会 場：札幌第１合同庁舎講堂
主 催：国土地理院北海道地方測量部，社団法人日本測量協会北海道支部
後 援：北海道開発局，北海道，札幌市，「測量の日」北海道推進協議会，GIS学会北海道地方事務局，後 援：北海道開発局，北海道，札幌市， 測量 日」北海道推進協議会，GIS学会北海道地方事務局，

北海道GIS・GPS研究会，特定非営利活動法人Digital北海道研究会

■■地理空間情報の高度活用社会を目指した産学官の挑戦地理空間情報の高度活用社会を目指した産学官の挑戦

ご清聴ありがとうございました．ご清聴ありがとうございました．

北海道大学大学院文学研究科北海道大学大学院文学研究科 准教授准教授北海道大学大学院文学研究科北海道大学大学院文学研究科 准教授准教授

橋本橋本 雄一雄一 博士（理学）博士（理学）

Yuichi HASHIMOTO, Ph.D. (Science)Yuichi HASHIMOTO, Ph.D. (Science)
ee--mail: you@chiri let hokudai ac jpmail: you@chiri let hokudai ac jpee mail: you@chiri.let.hokudai.ac.jpmail: you@chiri.let.hokudai.ac.jp

都市地理学・経済地理学・GIS


